
歳 入

歳 出

27 億 9240万円（62.9％増）
市債　4.5％

17 億 7847万円（5.5％増）
地方消費税交付金　2.8％

14 億 6965万円（3.1％増）
県支出金　2.3％

20 億 8680万円
そのほか　3.3％

市税　63.2％

個人市民税
43.5％

固定資産税
46.3％

法人市民税　7.8％
そのほか　2.4％

395 億 9771万円
（2.0％増）

45億 6万円（11.5％減）
国庫支出金　7.2％

32 億 6605万円（19.4％減）
繰入金　5.2％

18 億 7589万円（8.2％増）
使用料および手数料　3％

36 億 9255万円（269.0％増）
繰越金　5.9％

16 億 2858万円（18.9％減）
諸収入　2.6％

※内訳は右記

※（　）は前年比

94 億 4957万円（30.7％増）
総務費　15.8％

144 億 5204万円（25.5％増）
教育費　24.1％

62 億 3224万円（19.9％減）
衛生費　10.4％

61 億 5013万円（10.0％減）
土木費　10.3％

41 億 9635万円（11.6％減）
公債費　7％

18 億 8338万円（20.0％減）
消防費　3.1％

９億 9527万円
そのほか　1.7％

165 億 220万円
（8.2％増）

民生費　27.6％

※（　）は前年比

※内訳は右記

こども
48.4％

福祉・年金
41.8％

生活保護
9.8％

保健衛生
58.3％

清掃
41.7％
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・分担金及び負担金 ６億4717万円
・地方特例交付金 ４億5293万円
・地 方 譲 与 税 ３億2131万円
・財 産 収 入 ２億1389万円
・利 子 割 交 付 金 １億3139万円
・自動車取得税交付金 １億2597万円

・株式等譲渡所得割交付金 3086万円
・交通安全対策特別交付金 2211万円
・地 方 交 付 税 7901万円
・配 当 割 交 付 金 5974万円
・寄 附 金 242万円

　市の平成21年度決算と22年度上半期の予算執行状況についてお知
らせします。なお、21年度決算の認定は、現在、市議会で継続審議
されています。 【問】財政課

　平成21年度は、東野小学校校舎建設事業や高洲地区公民館複合
施設整備事業など、計画に位置づけられた事業などに対し、一般
会計の歳出額は約599億円と前年度に比較して約６パーセント増
加しました。

　歳入では、市税収入が横ばいの状況の中、使用料・手数料など
による自主財源の増加などを進めつつ、財政調整基金からの繰り
入れや市債の発行なども組み合わせた財源対策を計画的に行いま
した。

民 生 費  年金、生活保護費、各種福祉手当、福祉施設・保育園の管理
・運営など

教 育 費  幼稚園、小・中学校、公民館、図書館、スポーツ施設の管理
・運営、青少年健全育成など

総 務 費  防犯・防災対策、地域コミュニティ、選挙など
衛 生 費  各種健康診断、予防接種、公害対策、ごみ処理施設の管理・

運営など
土 木 費  道路・橋・公園・河川・市営住宅の管理、市街地の整備、都

市計画など
公 債 費  市債の返済に使われたお金（家計でいう住宅ローンの返済）
消 防 費 防火・消化活動、消防車の購入など

浦安市の家計簿

平成21年度決算

平成21年度の決算と平成22年度の執行状況

人口：164,040 人　世帯数：72,714 世帯 ( 平成 22年 3月 31日現在 )

市の予算は
２種類

　目的を達成するために予算化して計画的
に使われるもので、皆さんから納めていた
だいた税金などを歳入、それをさまざまな
事業に使うことを歳出といいます。

598億6118万円

626億8816万円

　国民健康保険や公共下水道事業な
ど、最初から目的別に予算があり、１
つの目的のために歳入と歳出を予算化
するものです。

　市民税・固定資産税などの市税や国・県からの支出金、公共施設の使用料な
ど、市に入ってくるお金のことです。

さまざまな事業を行うために使うお金のことです。

そのほか内訳

・商 工 費 ６億4071万円
・議 会 費 ３億3388万円

・農 林 水 産 業 費 2068万円
そのほか内訳

一般会計 特別会計

28億2698万円歳入と歳出の差額
〈 内 訳 〉 ・基金への繰入金 ８億2000万円 ・22年度への繰越 20億698万円

決算の
概要

一般会計決算

市 民 税  市民税（個人・法人）、固定資産税、軽自動車税、市たばこ
税など

国庫支出金 国庫負担金、国庫補助金など
繰 越 金 前年度からの繰越金など
繰 入 金 基金、特別会計からの繰り入れ金
市 債 市が発行する債券（家計でいう住宅ローン）
使用料及び手数料 施設の使用料、手続きに関する手数料など
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　平成21年度の市の実質赤字比
率、連結実質赤字比率、実質公債
費比率、将来負担比率の４つの健
全化判断比率と公営企業ごとの資
金不足比率について、右表のとお
り公表します。

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、将
来負担比率は、黒字の場合「－」の表
記になります 当該比率について、詳しくは、

市ホームページをご覧ください

公営企業ごとの資金不足比率

　浦安市公共下水道事業特別会計の料金収
入などに対する資金不足の規模を計算した
資金不足比率は、経営健全化基準（20％）
をクリアしています。

平成22年度予算のこれまでの執行状況

平成21年度浦安市財政の健全化判断比率・資金不足比率を公表します

（９月末現在）

平成21年度特別会計の決算

予算現額　639億4547万円
支出済額　255億5830万円

40％

市民１人あたりの借入金残高

市民１人あたりの預貯金など

平成21年度末市債の現在高 ÷ 平成22年３月末人口

平成21年度基金現金・有価証券 ÷ 平成22年３月末人口

平成21年度末市債の残高

平成22年度市債の残高平成22年度一般会計の執行状況

平成21年度市が持っている土地・建物など

平成22年度市が持っている土地・建物など

平成22年度特別会計の執行状況

土 地 211万6930㎡ 
建 物 41万4997㎡
基金現金・有価証券 257億5058万円

車 186台
バ イ ク 21台

土 地 211万9923㎡ 
建 物 41万8051㎡ 
基金現金・有価証券 262億6923万円

車 184台
バ イ ク 21台

科 目 歳 入 歳 出
国民健康保険
特別会計 113億5854万円 104億8384万円

公共下水道事
業特別会計 29億4212万円 29億3048万円

老人保健特別会計 9302万円 9088万円
墓地公園事業
特別会計 2億4863万円 2億3312万円

保険事業勘定 39億8919万円 39億3863万円
介護サービス
事業勘定 11億6393万円 10億6406万円

後期高齢者医
療特別会計 7億1783万円 7億1285万円

浦安市川市民病院事
業清算事務特別会計 22億7832万円 22億7832万円

合 　 計 227億9158万円 217億3218万円

科 目 予算現額
歳 入 歳 出

国民健康保険
特別会計

106億8100万円
50億4161万円 46億4346万円

公共下水道事
業特別会計

33億4600万円
8億2432万円 7億5009万円

老人保健特別会計 300万円
214万円 9万円

墓地公園事業
特別会計

2億9200万円
1億6733万円 1億1813万円

保険事業勘定 42億4903万円
19億1274万円 16億7472万円

介護サービス
事業勘定

11億7690万円
6億2594万円 6億120万円

後期高齢者医
療特別会計

7億4260万円
2億7185万円 1億4538万円

合 計 204億9053万円
88億4593万円 79億3307万円

歳 

入
歳 
出

23万6083円

15万6977円

　平成22年度は、高洲地区公民館複合施設や陸上競技場など
の多くの整備事業を計画しているため、予算規模は平成21年
度決算を上回る規模となっています。
　上半期の執行状況では、市の自主財源に大きな割合を占め

る市税収入は昨年同時期から若干減少しています。歳出で
は、高洲地区公民館複合施設建設事業が終了したほか、多く
の事業が計画的に進められています。

一般会計債
65.6％

253 億 9018万円

下水道会計債
29.3％

介護保険会計債  5.1％

113 億 4875万円

19億 8810万円

387 億 2703万円

一般会計債
63.8％

219 億 4209万円

下水道会計債
31％

介護保険会計債  5.2％

106 億 7948万円

17億 9375万円

344 億 1532万円

収入済額予算現額

予算現額
収入済額

389億 1094万円
203億 7136万円

予算現額
収入済額

予算現額
収入済額

65億 9153万円
27億 7389万円

予算現額
収入済額

40億 4426万円
11億 3200万円

予算現額
収入済額

35億 8010万円
0円

予算現額
収入済額

22億 293万円
6億 950万円

予算現額
収入済額

18億 8791万円
8億 1764万円

予算現額
収入済額

18億 2132万円
20億 698万円

予算現額
収入済額

15億 7651万円
4億 3100万円

予算現額
収入済額

15億 860万円
10億 843万円

予算現額
収入済額

18億 2137万円
9億 6247万円

市 税

（ 内 訳 ）

52.4％

国庫支出金
42.1％

繰 入 金
28％

市 債
0％

県 支 出 金
27.7％

使用料及び手数料
43.3％

繰 越 金
110.2％

諸 収 入
27.3％

地方消費税交付金
66.8％

そ の ほ か
52.8％

支出済額予算現額

206 億 6284万円
81億 2000万円

予算現額
支出済額
予算現額
支出済額

予算現額
支出済額

136億 2925万円
65億 4670万円

予算現額
支出済額

83億 969万円
29億 2108万円

予算現額
支出済額

74億 4666万円
29億 3464万円

予算現額
支出済額

69億 4252万円
17億 2423万円

予算現額
支出済額

39億 1184万円
18億 1065万円

予算現額
支出済額

19億 1387万円
8億 5332万円

予算現額
支出済額

6億 9340万円
4億 7561万円

予算現額
支出済額

4億 3540万円
1億 7207万円

（ 内 訳 ）

民 生 費
39.3％

教 育 費
48％

土 木 費
35.2％

総 務 費
39.4％

衛 生 費
24.8％

公 債 費
46.3％

消 防 費
44.6％

商 工 費
68.6％

そ の ほ か
39.5％

執行状況の
概要

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

健全財政

－

－

－
9.2％

11.38％

16.38％

25％

350％

20％

40％

35％

健全団体 早期健全化団体

早期健全化基準 財政再建基準

財政再建団体

財政悪化

予算現額　639億4547万円
収入済額　301億1327万円

47.1％


